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本日問題提起したいポイント

〇電気事業のデジタル・イノベーションの範囲と
ネットワーク規制のかかわり(全体像)

〇規制当局はどうデジタル・イノベーション・テクノロジ
ー革新を創出・サポートしているか
～NY(REV)と英国(コーンウォール)の政策的
プラットホーム形成の事例紹介

〇ビジネス・イノベーションのために必要な事業法等
及び計量法の規制リノベーションの考え方
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デジタル・イノベーション創出・サポートのプロセス(NY・英国)

Utility (配電・規制小売会社)
～Consolidated Edison他
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[NY州・PSC(エネルギー委員会)]
・Utiityの託送料金・補助金を管轄
～州知事の指揮下

(州際市場ルールはNYISO-FERC)

[英国Ofgem(電気・ガス市場庁)]
・TSO/DSOの料金、市場ルール
全体を管轄
～国の機関
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(出所)NY・Ziebelman PSCチェアマンへのヒアリング(2016.12)、UK・BGセントリカへのヒアリング他により西村作成。











8風力大量導入地域において、配電用変電所の増設を
回避する需要側資源活用のプラットホームづくりの事例













電気事業法及び各種ルールに関して 14

〇現行小売り電気事業者(BG)を介した電力取引・環境価値取引以外の
取引形態が現れた場合、小売り電気事業者登録、小売ガイドライ
ン等の適用がどこまで必要かは 電力ビジネスのイノベーション促進
(プロ・イノベーション)の観点から柔軟に考えていくべきではないか。

(関連論点)
・こうした努力は、より「売りやすく、買いやすい環境価値市場」を我が国
に産みだすのではないか。

〇ただし、託送制度(同時同量制度含む)については非パワープール制
度上の電力市場オペレーションの根幹であり、今後益々再生可能導
入増加によって系統運用者の信頼度維持負担が増えることから
なし崩しにすることは難しく、旧一電等大型BGの同時同量クリアリング
能力の活用等を検討すべきか。



(前略)
七 密度浮ひょうのうち、次に掲げるもの
イ 耐圧密度浮ひょう以外のもの
ロ 耐圧密度浮ひょうのうち、液化石油ガスの密度の計量に使用するもの

八 アネロイド型圧力計のうち、次に掲げるもの
イ 計ることができる圧力が〇.一メガパスカル以上二百.二メガパスカル以下のものであって、最小の目量が計ることができる最大の圧力と

最小の圧力の差の百五十分の一以上のもの（蓄圧式消火器用のもの及びロに掲げるものを除く。）
ロ アネロイド型血圧計

九 流量計のうち、次に掲げるもの
イ 排ガス流量計
ロ 排水流量計

十 積算熱量計のうち、口径が四十ミリメートル以下のもの
十一 最大需要電力計
十二 電力量計
十三 無効電力量計
十四 照度計
十五 騒音計
十六 振動レベル計
十七 濃度計のうち、次に掲げるもの
イ ジルコニア式酸素濃度計のうち、計ることができる最高の濃度が五体積百分率以上二十五体積百分率以下のもの
ロ 溶液導電率式二酸化硫黄濃度計のうち、計ることができる最高の濃度が五十体積百万分率以上のもの
ハ 磁気式酸素濃度計のうち、計ることができる最高の濃度が五体積百分率以上二十五体積百分率以下のもの
ニ 紫外線式二酸化硫黄濃度計のうち、計ることができる最高の濃度が五十体積百万分率以上のもの
ホ 紫外線式窒素酸化物濃度計のうち、計ることができる最高の濃度が二十五体積百万分率以上のもの
ヘ 非分散型赤外線式二酸化硫黄濃度計
ト 非分散型赤外線式窒素酸化物濃度計
チ 非分散型赤外線式一酸化炭素濃度計のうち、最小の目量が百体積百万分率未満のもの及び最小の目量が百体積百万分率以上

二百体積百万分率未満のものであって計ることができる最高の濃度が五体積百分率未満のもの
リ 化学発光式窒素酸化物濃度計のうち、計ることができる最高の濃度が二十五体積百万分率以上のもの
(後略)

特定計量器の規定(計量法) 15
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現状の計量法の要求

①高い計測精度(±3%)

②面前計量

③全数公的検定

④検定有効期間の厳格運用



プロ・イノベーション的計量法運用の論点 17

〇卒FITをはじめとする環境価値取引対応については、これまでのエネ庁
内検討(再エネ大量導入小委、ERAB検討会)内容で対応可能。
→非FIT逆潮、差し引き計量、ケースによってTSOで2計量器設置他

〇ただし、環境価値取引の拡張を含むビジネス・イノベーションを促進する
ためには計量・データ送付コストの一層の低減や事業者の創意工夫を
促す環境整備を目指した検討も行うべきではないか。

・面前計量の緩和(遠隔、各種情報端末での確認許容化)
・検定計量器と同等の計量精度を持つ計量機器の活用検討
・自己検定・型式検定の拡大検討、検定の担い手の更なる創意工夫
・データストレージ・提供サービスの可能性(米国Utility型)

〇特にDER(需要側資源)の中核であるPV、蓄電池、EVについてはコスト

的に低廉化すれば個別計量・取引化も可能であり、例えばこうしたプラッ
トフォームとなるビジネスや需要家合意といった要件設定の上で容認す
るなどは検討に値するか。




